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地方独立行政法人三重県立総合医療センター 中期目標対照表 

第二期中期目標 第三期中期目標（案）（R3.5.13時点） 第三期中期目標（案）（R3.6.1時点） 

前 文 

県立総合医療センターは、平成２４年４月の地方

独立行政法人化以降も、北勢保健医療圏の中核的な

病院として、がん医療をはじめとする高度医療や周

産期医療について、医療提供体制を充実させるとと

もに、地域医療支援病院（平成２５年６月承認）と

して、医療機関等との連携を強化し、地域の医療水

準の向上に貢献してきた。 

 

また、救命救急センター、地域周産期母子医療セ

ンター、基幹災害拠点病院、第二種感染症指定医療

機関などの機能を有しながら、本県の政策医療の拠

点として重要な役割を担ってきた。 

 

 

一方、医療を取り巻く環境は変わりつつあり、超

高齢化社会を見据え、地域における医療及び介護の

総合的な確保を推進するため、病床の機能分化・連

携、地域包括ケアシステムを構築する必要があるほ

か、医療事故調査制度の運用開始（平成２７年１０

月１日制度施行）を契機に、より一層医療安全の確

保、医療事故の再発防止が求められている。 

 

 

 

 

 

 

このため、第二期中期目標においては、これら環

境の変化に伴う課題に対応すべく、県が定める地域

医療構想との整合を図りながら、地域の医療機関等

との連携を強化し、がん・脳卒中・急性心筋梗塞な

どの高度医療や、周産期医療などについて、さらに

県民に良質で安全・安心な医療を提供することを期

前 文 

県立総合医療センターは、平成２４年４月の地方

独立行政法人化以降も、北勢保健医療圏の中核的な

病院として、がん医療をはじめとする高度医療や周

産期医療について、医療提供体制を充実させるとと

もに、総合内科や小児外科など各種診療科の新設や

最新医療機器の導入などを通して、付加価値の高い

医療サービスの提供に尽力してきた。 

 

また、救命救急センター、地域周産期母子医療セ

ンター、基幹災害拠点病院、第二種感染症指定医療

機関、地域医療支援病院などの機能を有しながら、

本県の政策医療の拠点として重要な役割を担ってき

た。 

 

一方、医療を取り巻く環境は変わりつつあり、超

高齢化社会を見据え、地域における医療及び介護の

総合的な確保を推進するため、病床の機能分化・連

携、地域包括ケアシステムの深化・推進を図る必要

があるほか、新型コロナウイルス感染症が、一般の

医療連携体制にも大きな影響を与えたことをふま

え、新たな感染症が発生した場合に対するさらなる

備えが求められる。 

さらには、開院から 20年以上経過していることか

ら、施設の長寿命化に向けた取り組み推進や、南海

トラフ地震などの大規模災害への備えの観点から、

適切な施設管理が求められる。 

 

このため、第三期中期目標においては、これら環

境の変化に伴う課題に対応すべく、県が定める地域

医療構想や第７次三重県医療計画との整合を図りな

がら、地域の医療機関等との連携を強化し、がん・

脳卒中・急性心筋梗塞などの高度医療や、周産期医

療などについて、さらに県民に良質で安全・安心な

前 文 

県立総合医療センターは、平成２４年４月の地方

独立行政法人化以降も、北勢保健医療圏の中核的な

病院として、がん医療をはじめとする高度医療や周

産期医療について、医療提供体制を充実させるとと

もに、総合内科や小児外科など各種診療科の新設や

最新医療機器の導入などを通して、付加価値の高い

医療サービスの提供に尽力してきた。 

 

また、救命救急センター、地域周産期母子医療セ

ンター、基幹災害拠点病院、第二種感染症指定医療

機関、地域医療支援病院などの機能を有しながら、

本県の政策医療の拠点として重要な役割を担ってき

た。 

 

一方、医療を取り巻く環境は変わりつつあり、超

高齢化社会を見据え、地域における医療及び介護の

総合的な確保を推進するため、病床の機能分化・連

携、地域包括ケアシステムの推進・深化を図る必要

があるほか、新型コロナウイルス感染症が、一般の

医療連携体制にも大きな影響を与えたことをふま

え、新たな感染症が発生した場合に対するさらなる

備えが求められる。 

さらには、開院から 25年以上経過していることか

ら、施設の長寿命化に向けた取り組み推進や、南海

トラフ地震などの大規模災害への備えの観点から、

適切な施設管理が求められる。 

 

このため、第三期中期目標においては、これら環

境の変化に伴う課題に対応すべく、県が定める地域

医療構想を含む三重県医療計画との整合を図りなが

ら、地域の医療機関等との連携を強化し、がん・脳

卒中・急性心筋梗塞などの高度医療や、周産期医療

などについて、さらに県民に良質で安全・安心な医
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待する。 

 

 

 

また、引き続き、県民や他の医療機関から信頼さ

れる病院として、地方独立行政法人制度や新公立病

院改革ガイドライン等を十分活用して、柔軟かつ効

率的な病院運営を行うとともに、勤務環境の向上や

一般社団法人日本専門医機構が認定を行う新たな専

門医制度（以下、中期目標内において「新専門医制

度」という。）に基づいた人材育成機能の充実等を図

り、本県におけるさらなる地域医療の質向上に貢献

することを求め、ここに地方独立行政法人総合医療

センターに示す基本的な方針である第二期中期目標

を定める。 

 

第１ 中期目標の期間 

平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで

の５年間とする。 

 

第２ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上

に関する事項 

１ 医療の提供 

医療環境の変化や多様化する医療ニーズ等に

対応して、県民に良質な医療を提供できるよう

体制の充実を図り、県民から高い評価を受けら

れる病院をめざすこと。 

（１） 診療機能の充実 

北勢保健医療圏の中核的な病院としての役

割を着実に果たすとともに、以下に掲げる機

能の充実について重点的に取り組むこと。 

ア 高度医療の提供 

がん、脳卒中、急性心筋梗塞に対する高度

医療や先進的な医療部門において、医療人材

や高度医療機器といった法人が有する人的・

物的資源を効果的に運用して、県内最高水準

の医療を提供すること。 

医療を提供するとともに、新たな感染症や大規模災

害の発生時においても、医療提供体制が堅持される

ことを期待する。 

 

また、引き続き、県民や他の医療機関から信頼さ

れる病院として、コンプライアンスを徹底しなが

ら、地方独立行政法人制度や公立病院改革ガイドラ

イン等を十分活用して、柔軟かつ効率的な病院運営

を行うとともに、働き方改革に応じた勤務環境の向

上や一般社団法人日本専門医機構が認定を行う専門

医制度に基づいた人材育成機能の充実等を図り、本

県におけるさらなる地域医療の質向上に貢献するこ

とを求め、ここに地方独立行政法人総合医療センタ

ーに示す基本的な方針である第三期中期目標を定め

る。 

 

第１ 中期目標の期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日までの５

年間とする。 

 

第２ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上

に関する事項 

１ 医療の提供 

医療環境の変化や多様化する医療ニーズ等に

対応して、県民に良質な医療を提供できるよう

体制の充実を図り、県民から高い評価を受けら

れる病院をめざすこと。 

（１）診療機能の充実 

北勢保健医療圏の中核的な病院としての役

割を着実に果たすとともに、以下に掲げる機

能の充実について重点的に取り組むこと。 

ア 高度医療の提供 

がん、脳卒中、急性心筋梗塞に対する高度

医療や先進的な医療部門において、医療人材

や高度医療機器といった法人が有する人的・

物的資源を効果的に運用して、県内最高水準

の医療を提供すること。 

療を提供するとともに、新たな感染症や大規模災害

の発生時においても、医療提供体制が堅持されるこ

とを期待する。 

 

また、引き続き、県民や他の医療機関から信頼さ

れる病院として、コンプライアンスを徹底しなが

ら、地方独立行政法人制度や公立病院改革ガイドラ

イン等を十分活用して、柔軟かつ効率的な病院運営

を行うとともに、働き方改革に応じた勤務環境の向

上や一般社団法人日本専門医機構が認定を行う専門

医制度に基づいた人材育成機能の充実等を図り、本

県におけるさらなる地域医療の質向上に貢献するこ

とを求め、ここに地方独立行政法人総合医療センタ

ーに示す基本的な方針である第三期中期目標を定め

る。 

 

第１ 中期目標の期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日までの５

年間とする。 

 

第２ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上

に関する事項 

１ 医療の提供 

医療環境の変化や多様化する医療ニーズ等に

対応して、県民に良質な医療を提供できるよう

体制の充実を図り、県民から高い評価を受けら

れる病院をめざすこと。 

（１）診療機能の充実 

北勢保健医療圏の中核的な病院としての役

割を着実に果たすとともに、以下に掲げる機

能の充実について重点的に取り組むこと。 

ア 高度医療の提供 

がん、脳卒中、急性心筋梗塞に対する高度

医療や先進的な医療部門において、医療人材

や高度医療機器といった法人が有する人的・

物的資源を効果的に運用して、県内最高水準

の医療を提供すること。 
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がん診療については、がんの標準的・集学

的治療を行う拠点となる医療機関として医療

の質の向上に引き続き努めること。 

 

 

 

 

イ 救急医療 

救命救急センターの機能を十分に発揮し、

365日 24時間体制で重篤な患者に対応する三

次救急医療体制のより一層の充実に取り組む

こと。また、ヘリポートを活用するなど、積

極的に広域的な対応を行うこと。 

   

 

 

ウ 小児・周産期医療 

    小児・周産期医療の提供体制を確保するた

め、他の医療機関と連携及び機能分担を行う

とともに、ＭＦＩＣＵ（母体・胎児集中治療

室）、ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等の適切

な運用により、ハイリスク分娩や新生児救急

医療に積極的に対応し、地域周産期母子医療

センターとしての機能を十分発揮すること。 

 

エ 感染症医療 

感染症指定医療機関、エイズ治療拠点病院

としての役割を果たすとともに、新型インフ

ルエンザ等の新たな感染症に率先して対応す

ること。 

 

 

 

  

（２）医療安全対策の徹底 

    医療事故に関する情報収集・分析を行い、

医療事故の未然防止や再発防止に取り組むと

がん診療については、がんの標準的・集学

的治療を行う拠点となる医療機関として医療

の質の向上に引き続き努めること。 

また、県の循環器病対策推進計画の策定及

び計画に基づく施策の推進に積極的に取り組

むこと。 

 

イ 救急医療 

救命救急センターの機能を十分に発揮し、

365日 24時間体制で重篤な患者に対応する三

次救急医療体制のより一層の充実に取り組

み、救急搬送患者について、引き続き高い応

需率の維持に努めること。 

また、ヘリポートを活用するなど、積極的

に広域的な対応を行うこと。 

 

ウ 小児・周産期医療 

    小児・周産期医療の提供体制を確保するた

め、他の医療機関と連携及び機能分担を行う

とともに、ＭＦＩＣＵ（母体・胎児集中治療

室）、ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等の適切

な運用により、ハイリスク分娩や新生児救急

医療に積極的に対応し、地域周産期母子医療

センターとしての機能を十分発揮すること。 

 

エ 感染症医療 

感染症指定医療機関、エイズ治療拠点病院

として役割を果たすとともに、新たな感染症

が発生した際、県内の中核的な医療機関とし

て、率先した対応を行うこと。 

 

 

 

 

（２）医療安全対策の徹底 

医療事故に関する情報収集・分析を行い、

医療事故の未然防止や再発防止に取り組むと

がん診療については、がんの標準的・集学

的治療を行う拠点となる医療機関として医療

の質の向上に引き続き努めること。 

また、県の循環器病対策推進計画に基づく

施策の推進に積極的に取り組むこと。 

 

 

イ 救急医療 

救命救急センターの機能を十分に発揮し、

365日 24時間体制で重篤な患者に対応する三

次救急医療体制のより一層の充実に取り組

み、救急搬送患者について、引き続き高い応

需率の維持に努めること。 

また、ヘリポートを活用するなど、積極的

に広域的な対応を行うこと。 

 

ウ 小児・周産期医療 

    小児・周産期医療の提供体制を確保するた

め、他の医療機関と連携及び機能分担を行う

とともに、ＭＦＩＣＵ（母体・胎児集中治療

室）、ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等の適切

な運用により、ハイリスク分娩や新生児救急

医療に積極的に対応し、地域周産期母子医療

センターとしての機能を十分発揮すること。 

 

エ 感染症医療 

感染症指定医療機関、エイズ治療拠点病院

として役割を果たすとともに、新たな感染症

が発生した際、県内の中核的な医療機関とし

て、率先した対応を行うこと。 

また、これまでの感染症対策の経験を活か

し、他の医療機関に対して積極的に知識やノ

ウハウの共有を行うこと。 

 

（２）医療安全対策の徹底 

ヒヤリ・ハット事例や医療事故に関する情

報収集・分析を行い、検証結果を職員に周知
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ともに、院内感染対策を確実に実施し、患者

が安心して治療に専念できる環境を提供する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）信頼される医療の提供 

診療にあたっては、患者との信頼関係の構

築に努め、ニーズをふまえた最適な医療を提

供すること。 

また、クリニカルパスの導入を推進すると

ともに、インフォームドコンセントの徹底や

セカンドオピニオンの整備など体制の充実を

図り、患者の視点に立って信頼される医療を

推進すること。   

 

（４）患者・県民サービスの向上 

診察、検査、会計等にかかる待ち時間の改

善、プライバシーの確保に配慮した院内環境

の整備、相談体制の充実など、患者や家族の

視点に立って利便性の向上を図ること。 

また、患者や家族、県民から信頼を得られ

るよう、職員の意識を高め、接遇の向上に取

り組むこと。 

 

 

 

２ 非常時における医療救護等 

大規模災害の発生等の非常時には、県全体の

医療提供体制を確保するため、県民に対するセ

ーフティネットの役割を的確に果たすととも

に、県外における大規模災害発生時にも医療救

護等の協力を行うこと。 

ともに、手術を行うにあたり、関係者間で情

報共有を図る体制を整え、それぞれの症例に

適切な術式で実施すること。 

また、院内感染対策を確実に実施し、患者

が安心して治療に専念できる環境を提供する

とともに、地域の医療機関の感染対策への積

極的な支援に努めること。 

 

 

 

（３）信頼される医療の提供 

診療にあたっては、患者との信頼関係の構

築に努め、ニーズをふまえた最適な医療を提

供すること。 

また、クリニカルパスの導入を推進すると

ともに、インフォームドコンセントの徹底や

セカンドオピニオンの整備など体制の充実を

図り、患者の視点に立って信頼される医療を

推進すること。   

 

（４）患者・県民サービスの向上 

診察、検査、会計等にかかる待ち時間の改

善、プライバシーの確保に配慮した院内環境

の整備、相談体制の充実など、患者や家族の

視点に立って利便性の向上を図ること。 

     また、患者や家族、県民から信頼を得られ

るよう、職員の意識を高め、接遇の向上に取

り組むこと。 

 

 

 

２ 非常時における医療救護等 

大規模災害の発生等の非常時には、県全体の

医療提供体制を確保するため、県民に対するセ

ーフティネットの役割を的確に果たすととも

に、県外における大規模災害発生時にも医療救

護等の協力を行うこと。 

するなど、医療事故の未然防止や再発防止に

徹底的に取り組むとともに、手術を行うにあ

たり、関係者間で情報共有を図る体制を整

え、それぞれの症例に適切な術式で実施する

こと。 

また、院内感染対策を確実に実施し、患者

が安心して治療に専念できる環境を提供する

とともに、地域の医療機関の感染対策への積

極的な支援に努めること。 

 

（３）信頼される医療の提供 

診療にあたっては、患者との信頼関係の構

築に努め、ニーズをふまえた最適な医療を提

供すること。 

また、クリニカルパスの導入を推進すると

ともに、インフォームドコンセントの徹底や

セカンドオピニオンの整備など体制の充実を

図り、患者の視点に立って信頼される医療を

推進すること。   

 

（４）患者・県民サービスの向上 

診察、検査、会計等にかかる待ち時間の改

善、プライバシーの確保に配慮した院内環境

の整備やプライバシー配慮に対する職員の意

識改革、相談体制の充実など、患者や家族の

視点に立って利用者の満足度の向上を図るこ

と。 

     また、患者や家族、県民から信頼を得られ

るよう、職員の意識を高め、接遇の向上に取

り組むこと。 

 

２ 非常時における医療救護等 

大規模災害の発生等の非常時には、県全体の

医療提供体制を確保するため、県民に対するセ

ーフティネットの役割を的確に果たすととも

に、県外における大規模災害発生時にも医療救

護等の協力を行うこと。 
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（１）大規模災害発生時の対応 

東海地震、東南海・南海地震など大規模災

害発生時には、三重県地域防災計画等に基づ

き、医療救護活動の拠点としての機能を担う

とともに、災害派遣医療支援チーム（ＤＭＡ

Ｔ）の県内外への派遣など、医療救護活動に

取り組むこと。 

また、基幹災害拠点病院として、ＤＭＡＴ

などの要員の育成や災害医療訓練を行うな

ど、大規模災害発生時に備えた機能の充実を

図ること。 

 

（２）公衆衛生上の重大な危機が発生した場合の対 

   応 

新型インフルエンザ等の新たな感染症が発

生した場合には、知事の要請に応じて、関係

機関と連携のうえ迅速に対応すること。 

 

 

３ 医療に関する地域への貢献 

地域医療を支える他の医療機関と密接に連携

し、支援することにより、地域の医療機関から

も信頼される病院となること。 

 

（１）地域の医療機関等との連携強化 

県民に適切な医療を提供できる体制の構築

に資するため、病院・病床機能の分化・強化

を念頭に、地域連携クリニカルパスの活用、

高度医療機器や病床の共同利用を行うなど、

地域の医療機関との連携・協力体制を一層強

化すること。 

また、退院患者が安心して生活できるよ

う、地域の医療機関等との連携に取り組むこ

と。 

    

 

 

（１）大規模災害発生時の対応 

南海トラフ地震など大規模災害発生時に

は、三重県地域防災計画等に基づき、医療救

護活動の拠点としての機能を担うとともに、

災害派遣医療支援チーム（ＤＭＡＴ）の県内

外への派遣など、医療救護活動に取り組むこ

と。 

また、基幹災害拠点病院として、ＤＭＡＴ

などの要員の育成や災害医療訓練を行うな

ど、大規模災害発生時に備えた機能の充実を

図ること。 

 

（２）公衆衛生上の重大な危機が発生した場合の対 

   応 

新たな感染症が発生した場合には、新型コ

ロナウイルス感染症流行時の経験もふまえ、

知事の要請に応じて、関係機関と連携・協力

しながら医療提供体制の確保を図ること。 

 

３ 医療に関する地域への貢献 

地域医療を支える他の医療機関と密接に連携

し、支援することにより、地域の医療機関から

も信頼される病院となること。 

 

（１）地域の医療機関等との連携強化 

県民に適切な医療を提供できる体制の構築

に資するため、病院・病床機能の分化・強化

を念頭に、地域連携クリニカルパスの活用、

高度医療機器や病床の共同利用を行うなど、

地域の医療機関との連携・協力体制を一層強

化すること。 

また、退院患者の在宅医療への移行にあた

っては、患者が安心して生活できるよう地域

の医療機関との診療の連続性への配慮だけで

なく、地域の介護・福祉サービスとの連携に

よる支援にも配慮し、医療・介護・福祉が切

れ目なく提供されるよう努めること。 

（１）大規模災害発生時の対応 

南海トラフ地震など大規模災害発生時に

は、三重県地域防災計画等に基づき、医療救

護活動の拠点としての機能を担うとともに、

災害派遣医療支援チーム（ＤＭＡＴ）の県内

外への派遣など、医療救護活動に取り組むこ

と。 

また、基幹災害拠点病院として、ＤＭＡＴ

などの要員の育成や災害医療訓練を行うな

ど、大規模災害発生時に備えた機能の充実を

図ること。 

 

（２）公衆衛生上の重大な危機が発生した場合の対 

   応 

新たな感染症が発生した場合には、新型コ

ロナウイルス感染症流行時の経験もふまえ、

知事の要請に応じて、関係機関と連携・協力

しながら医療提供体制の確保を図ること。 

 

３ 医療に関する地域への貢献 

地域医療を支える他の医療機関と密接に連携

し、支援することにより、地域の医療機関から

も信頼される病院となること。 

 

（１）地域の医療機関等との連携強化 

県民に適切な医療を提供できる体制の構築

に資するため、病院・病床機能の分化・強化

を念頭に、地域連携クリニカルパスの活用、

高度医療機器や病床の共同利用を行うなど、

地域の医療機関との連携・協力体制を一層強

化すること。 

また、退院患者の在宅医療への移行にあた

っては、患者が安心して生活できるよう地域

の医療機関との診療の連続性への配慮だけで

なく、地域の介護・福祉サービスとの連携に

よる支援にも配慮し、医療・介護・福祉が切

れ目なく提供されるよう努めること。 
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（２）医療機関への医師派遣 

医師の確保・定着を図りつつ、医師不足の

深刻な公的病院等に対して医師を派遣するな

ど、地域の医療提供体制の確保に貢献するこ

と。 

 

４ 医療従事者の確保・定着及び資質の向上 

医師等の医療従事者について、優れたスタッ

フの確保・定着を図るため、教育及び研修の充

実等に取り組み、医療従事者にとって魅力ある

病院となるよう努めること。また、院内のみな

らず県内の医療水準の向上が図られるよう、医

療従事者の資質向上のための取組を行うこと。 

 

（１）医療人材の確保・定着 

資質の高い人材の確保・定着を図るため、

関係機関との連携や研修等の充実に努めると

ともに、優秀な研修・実習指導者の育成等に

取り組むこと。特に臨床研修医については、

積極的に受け入れるとともに、関係機関と連

携し、新専門医制度に基づいた研修を行うこ

と。また、働きやすい環境づくりを行い、法

人職員や医療職をめざす者にとって魅力ある

病院となるよう努めること。 

 

 

（２）資格の取得への支援 

病院機能に応じて必要となる専門医、認定

看護師などの資格取得に向けた支援を行うこ

と。 

 

（３）医療従事者の育成への貢献 

医学生、看護学生の実習を積極的に受け入

れるなど、県内の医療従事者の育成に貢献す

ること。また、県内の教育機関や医療機関等

の求めに応じて講師を派遣するなど、医療従

 

（２）医療機関への医師派遣 

医師の確保・定着を図りつつ、医師不足の

深刻な公的病院等に対して医師を派遣するな

ど、地域の医療提供体制の確保に貢献するこ

と。 

 

４ 医療従事者の確保・定着及び資質の向上 

医師等の医療従事者について、優れたスタッ

フの確保・定着を図るため、教育及び研修の充

実等に取り組み、医療従事者にとって魅力ある

病院となるよう努めること。また、院内のみな

らず県内の医療水準の向上が図られるよう、医

療従事者の資質向上のための取組を行うこと。 

 

（１）医療人材の確保・定着 

資質の高い人材の確保・定着を図るため、

関係機関との連携や研修等の充実に努めると

ともに、優秀な研修・実習指導者の育成等に

取り組むこと。特に臨床研修医については、

積極的に受け入れるとともに、関係機関と連

携し、専門医制度に基づいた研修を行うこ

と。また、働き方改革に対応し、意欲・能力

を十分に発揮できる働きやすい環境づくりを

行い、法人職員や医療職をめざす者にとって

魅力ある病院となるよう努めること。 

 

（２）資格の取得への支援 

病院機能に応じて必要となる専門医、認定

看護師などの資格取得に向けた支援を行うこ

と。 

 

（３）医療従事者の育成への貢献 

医学生、看護学生の実習を積極的に受け入

れるなど、県内の医療従事者の育成に貢献す

ること。また、県内の教育機関や医療機関等

の求めに応じて講師を派遣するなど、医療従

 

（２）医療機関への医師派遣 

医師の確保・定着を図りつつ、医師不足の

深刻な公的病院等に対して医師を派遣するな

ど、地域の医療提供体制の確保に貢献するこ

と。 

 

４ 医療従事者の確保・定着及び資質の向上 

医師等の医療従事者について、優れたスタッ

フの確保・定着を図るため、教育及び研修の充

実等に取り組み、医療従事者にとって魅力ある

病院となるよう努めること。また、院内のみな

らず県内の医療水準の向上が図られるよう、医

療従事者の資質向上のための取組を行うこと。 

 

（１）医療人材の確保・定着 

資質の高い人材の確保・定着を図るため、

関係機関との連携や研修等の充実に努めると

ともに、優秀な研修・実習指導者の育成等に

取り組むこと。特に臨床研修医については、

積極的に受け入れるとともに、関係機関と連

携し、専門医制度に基づいた研修を行うこ

と。また、働き方改革に対応し、意欲・能力

を十分に発揮できる働きやすい環境づくりを

行い、法人職員や医療職をめざす者にとって

魅力ある病院となるよう努めること。 

 

（２）資格の取得への支援 

病院機能に応じて必要となる専門医、認定

看護師などの資格取得に向けた支援を行うこ

と。 

 

（３）医療従事者の育成への貢献 

医学生、看護学生の実習を積極的に受け入

れるなど、県内の医療従事者の育成に貢献す

ること。また、県内の教育機関や医療機関等

の求めに応じて講師を派遣するなど、医療従
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事者の育成・教育に係る要請に積極的に協力

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

５ 医療に関する調査及び研究 

提供する医療の質の向上や県内の医療水準の

向上、新たな医療技術への貢献のため、調査及

び研究に取り組むこと。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

医療サービスの一層の向上と経営基盤の強化を図る

ため、業務運営の改善及び効率化を推進すること。 

１ 適切な運営体制 

医療環境の変化に柔軟かつ迅速に対応できる

よう、必要に応じて運営体制の見直しを図るこ

と。 

 

２ 効果的・効率的な業務運営の実現 

医療環境の変化に応じて、病床規模の適正化

を図り、また、職員の配置や予算執行を弾力的

に行うなど、効果的・効率的な業務運営を行う

こと。 

 

 

 

 

 

３ 業務改善に継続して取り組む組織文化の醸成 

すべての職員が病院の基本理念を共有し、継 

続して業務改善に取り組む組織文化を醸成する 

こと。 

 

事者の育成・教育に係る要請に積極的に協力

すること。 

 

 （４）地域枠医師等のキャリア形成支援 

    従事要件が課された地域枠医師等について、 

医師不足地域における地域医療への貢献と、専 

門医の取得等の能力開発・向上の両立に向けた 

キャリア形成を支援すること。 

 

 ５ 医療に関する調査及び研究 

提供する医療の質の向上や県内の医療水準の向

上、新たな医療技術への貢献のため、調査及び研

究に取り組むこと。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

医療サービスの一層の向上と経営基盤の強化を図る

ため、業務運営の改善及び効率化を推進すること。 

１ 適切な運営体制 

医療環境の変化に柔軟かつ迅速に対応できる

よう、必要に応じて運営体制の見直しを図るこ

と。 

 

２ 効果的・効率的な業務運営の実現 

医療環境の変化に応じて、病床規模の適正化

を図り、また、職員の配置や予算執行を弾力的

に行うなど、効果的・効率的な業務運営を行う

こと。 

また、ＩＣＴやＡＩなどのデジタル技術の積

極的な導入を検討し、地域の医療機関等との情

報連携の強化や医療の質の向上などを図るこ

と。 

 

３ 業務改善に継続して取り組む組織文化の醸成 

すべての職員が病院の基本理念を共有し、継

続して業務改善に取り組む組織文化を醸成する

こと。 

 

事者の育成・教育に係る要請に積極的に協力

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 ５ 医療に関する調査及び研究 

提供する医療の質の向上や県内の医療水準の向

上、新たな医療技術への貢献のため、調査及び研

究に取り組むこと。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

医療サービスの一層の向上と経営基盤の強化を図る

ため、業務運営の改善及び効率化を推進すること。 

１ 適切な運営体制 

医療環境の変化に柔軟かつ迅速に対応できる

よう、必要に応じて運営体制の見直しを図るこ

と。 

 

２ 効果的・効率的な業務運営の実現 

医療環境の変化に応じて、病床規模の適正化

を図り、また、職員の配置や予算執行を弾力的

に行うなど、効果的・効率的な業務運営を行う

こと。 

また、ＩＣＴなどのデジタル技術の積極的な

導入を検討し、地域の医療機関等との情報連携

の強化や医療の質の向上などを図ること。 

 

 

３ 業務改善に継続して取り組む組織文化の醸成 

すべての職員が病院の基本理念を共有し、継

続して業務改善に取り組む組織文化を醸成する

こと。 
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４ 勤務環境の向上 

職員が働きやすく、また、働きがいのある病

院となるよう、ワークライフバランスの推進や

職場の安全確保に取り組むなど、勤務環境の向

上を図ること。 

 

 

 

 

５ 人材の確保・育成を支える仕組みの整備 

人材の確保・育成を支える仕組みを整備し、

組織力の向上に向けて、職員一人ひとりが、そ

の意欲と能力を最大限発揮できる環境づくりを

行うこと。 

 

６ 事務部門の専門性の向上と効率化 

病院経営や医療事務に精通した職員を確保、

育成することにより、事務部門の専門性の向上

を図ること。また、業務の継続的な見直しを行

い、事務部門の効率化を図ること。 

 

７ 収入の確保と費用の節減 

病床利用率の向上、診療報酬制度への適切な

対応、診療報酬の請求漏れ防止や未収金対策の

徹底などにより、収入の確保を図るとともに、

薬品や診療材料の在庫管理の徹底等により、費

用の削減に取り組むこと。 

 

 

 

８ 積極的な情報発信 

県民の医療に関する意識の向上を図るととも

に、運営の透明性を確保するため、法人の取組

や運営状況などを積極的に情報発信すること。 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

医療環境の変化に対応して、良質で満足度の

４ 勤務環境の向上 

働き方改革に応じて、時間外労働の短縮や、

タスクシフティングの推進、多様な勤務形態の

導入等について検討し、またワークライフバラ

ンスの推進や職場の安全確保に取り組むなど、

職員が働きやすく、また、働きがいのある病院

となるよう勤務環境の改善を行い、職員満足度

の向上を図ること。 

 

５ 人材の確保・育成を支える仕組みの整備 

人材の確保・育成を支える仕組みを整備し、

組織力の向上に向けて、職員一人ひとりが、そ

の意欲と能力を最大限発揮できる環境づくりを

行うこと。 

 

６ 事務部門の専門性の向上と効率化 

病院経営や医療事務に精通した職員を確保、

育成することにより、事務部門の専門性の向上

を図ること。また、業務の継続的な見直しを行

い、事務部門の効率化を図ること。 

 

７ 収入の確保と費用の節減 

病床利用率の向上に向けた取組、診療報酬制

度への適切な対応、診療報酬の請求漏れや返戻

の防止、また未収金対策の徹底などにより、収

入の確保を図るとともに、ＳＰＤシステム導入

の成果について引き続き検証しつつ、薬品や診

療材料の在庫管理を徹底することなどにより、

費用の削減に取り組むこと。 

 

８ 積極的な情報発信 

県民の医療に関する意識の向上を図るととも

に、運営の透明性を確保するため、法人の取組や

運営状況などを積極的に情報発信すること。 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 
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働き方改革に応じて、時間外労働の短縮や、

タスクシフティングの推進、多様な勤務形態の

導入等について検討し、またワークライフバラ

ンスの推進や職場の安全確保に取り組むなど、

職員が働きやすく、また、働きがいのある病院

となるよう勤務環境の改善を行い、職員満足度

の向上を図ること。 

 

５ 人材の確保・育成を支える仕組みの整備 

人材の確保・育成を支える仕組みを整備し、

組織力の向上に向けて、職員一人ひとりが、そ

の意欲と能力を最大限発揮できる環境づくりを

行うこと。 

 

６ 事務部門の専門性の向上と効率化 

病院経営や医療事務に精通した職員を確保、

育成することにより、事務部門の専門性の向上

を図ること。また、業務の継続的な見直しを行

い、事務部門の効率化を図ること。 

 

７ 収入の確保と費用の節減 

病床利用率の向上に向けた取組、診療報酬制

度への適正な対応、診療報酬の請求漏れや返戻

の防止、また未収金対策の徹底などにより、収

入の確保を図るとともに、ＳＰＤシステム導入

の成果について引き続き検証しつつ、薬品や診

療材料の在庫管理を徹底することなどにより、

費用の削減に取り組むこと。 

 

８ 積極的な情報発信 

県民の医療に関する意識の向上を図るととも

に、運営の透明性を確保するため、法人の取組や

運営状況などを積極的に情報発信すること。 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

医療環境の変化に対応して、良質で満足度の高
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高い医療を安定的、継続的に提供できるよう人

件費比率、材料費比率等の適正化に努め、経営

の安定化に努めること。 

なお、政策医療の提供に必要な経費について

は、地方独立行政法人法に基づき、引き続き県

が負担する。 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

１ 保健医療行政への協力 

県等が進める保健医療行政の取組に対し、積 

極的に協力すること。 

 

２ 医療機器・施設の整備・修繕 

医療機器や施設の整備については、費用対効

果、地域の医療需要を十分に考慮するととも

に、地域の医療機能の分化・連携を見据えて計

画的に実施するよう努めること。また、修繕に

ついては、既存の医療機器や施設の長期的な有

効活用を見据えて計画的に実施するよう努める

こと。 

 

 

 

３ コンプライアンス（法令・社会規範の遵守）の 

徹底 

県民に信頼され、県内の他の医療機関の模範と 

なるよう、法令や社会規範を遵守すること。 

 

 

 

い医療を安定的、継続的に提供できるよう人件

費比率、材料費比率等の適正化により、経営の

安定化に努め、経常収支の均衡を図ること。 

なお、政策医療の提供に必要な経費について

は、地方独立行政法人法に基づき、引き続き県

が負担する。 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

１ 保健医療行政への協力 

県等が進める保健医療行政の取組に対し、積 

極的に協力すること。 

 

２ 医療機器・施設の整備・修繕 

医療機器や施設の整備については、費用対効

果、地域の医療需要を十分に考慮するととも

に、地域の医療機能の分化・連携を見据えて計

画的に実施するよう努めること。 

また、修繕については、既存の医療機器や施

設の長期的な有効活用に加え、大規模災害や公

衆衛生上重大な危機が発生した際にも、医療サ

ービス提供を継続できる医療機関として、適切

な施設管理に努めること。 

 

３ コンプライアンス（法令・社会規範等の遵守の 

徹底 

県民に信頼され、県内の他の医療機関の模範

となるよう、法令や社会規範を遵守すること。 

また、関係学会の示すガイドラインや診療報

酬制度等を正しく理解し、医療倫理を堅持する

こと。 

い医療を安定的、継続的に提供できるよう人件

費比率、材料費比率等の適正化により、経営の

安定化に努め、経常収支の均衡を図ること。 

なお、政策医療の提供に必要な経費について

は、地方独立行政法人法に基づき、引き続き県

が負担する。 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

１ 保健医療行政への協力 

県等が進める保健医療行政の取組に対し、積 

極的に協力すること。 

 

２ 医療機器・施設の整備・修繕 

医療機器や施設の整備については、費用対効

果、地域の医療需要を十分に考慮するととも

に、地域の医療機能の分化・連携を見据えて計

画的に実施するよう努めること。 

また、修繕については、既存の医療機器や施

設の長期的な有効活用に加え、大規模災害や公

衆衛生上重大な危機が発生した際にも、医療サ

ービス提供を継続できる医療機関として、適切

な施設管理に努めること。 

 

３ コンプライアンス（法令・社会規範等の遵守の 

徹底 

県民に信頼され、県内の他の医療機関の模範

となるよう、法令や社会規範を遵守すること。 

また、コンプライアンス遵守のための院内教

育や研修等を積極的に行い、関係学会の示すガ

イドラインや診療報酬制度等を正しく理解する

ことにより、医療倫理を堅持すること。 

 

 


